
たつの市神岡町大住寺字田河原４８３番５外

戸建住宅地

ＪＲ東觜崎駅に近接
し戸建住宅がほぼ建
ち並ぶ住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北120 20 50 30 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

人口はやや減少傾向で推移している。中心市街地では低金利等に
支えられ宅地開発が活発である一方、郊外の動きは鈍い。

駅前の整備は完了したが、利便性に変化はなく、一般住宅を中心
とする既存の住宅地域として、地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。

ＪＲ東觜崎駅に近接し戸建住宅がほぼ建ち並ぶ住宅地域であり、豊富に賃貸事例を収集することが困難であったため、収益
還元法の適用を断念した。取引事例は比較的規範性の高いものを収集でき、また市場参加者との適合性の観点からも現実の
取引市場を反映した比準価格には説得力が認められる。以上により、比準価格を標準に、標準地及び指定基準地からの検討
も踏まえ、単価と総額との関係をも考慮して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅を中心とする駅にほど近い既存の住宅地域としてほぼ成熟しており、駅前整備や駅舎建替が完了したが、利便性に
特段変化はなく、将来も現状が持続するものと予測した。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-4.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ東觜崎駅東方
90m

ＪＲ東觜崎
90m

(8)

南5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

218

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

41,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.1％ ％

96.0 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

44,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+48.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

151.0 ］

102.1［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

9,610,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市を中心にその周辺市町も含む住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者が大半である。当地域は一般
住宅を中心とする駅にほど近い住宅地域で令和元年５月に駅前整備が完了後、駅徒歩圏の周辺地域で小規模開発された住宅
地分譲が増え、需要の拡大が認められる。取引の中心となる価格帯は土地で１，０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



たつの市龍野町片山字村裏７６５番６

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い高台の住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 90 30 25 戸建住宅地

-

１低専(50,100)
土砂災害警戒区域

人口減少や高齢化を背景に、需要は市街中心部に集中しており、
地価動向が二極化している。

既成の住宅地域であり、地域要因に大きな変動はないが、最中心
部の住宅地における堅調な需要が、その周辺部にも拡大している。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が多い高台の住宅地域であり、容積率が小さく経済合理性を有する収益物件の建築を想定できないため収益
還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取引事例を
基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格を採用し、標準地及び指定基準
地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

既成の住宅地域であるが、周辺では中小規模の宅地開発が継続的に行われており新興住宅地の地価動向の影響を受け地価は
下げ止まり、上昇に転じた。周辺の動向次第では、地価は上昇傾向が加速していく可能性がある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 50,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

50,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+4.0

+36.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅北東方
1km

ＪＲ本竜野
1km

(8)

南5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

268

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.5  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 265  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

70,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.2％ ％

144.3 ］

100.2［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

50,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+30.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

132.6 ］

102.1［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

13,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市を中心にその周辺市町も含む住宅地域である。需要者はたつの市内の居住者が中心で、一次取得者や
中高年層の住み替え等も見られる。供給は小規模開発による分譲宅地のほか、既成市街地内の更地も散見される。富永・堂
本地区などの市街最中心部では１３０㎡程度、その周辺の日山・片山地区などでは１６０㎡程度が人気で、新規分譲宅地開
発も比較的多い。中心価格帯は、いずれのエリアも土地で１，０００万円～１，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

熊野不動産鑑定

山本　勇治郎



たつの市龍野町堂本字天神６１１番

戸建住宅地

戸建住宅が建ち並ぶ
区画整理済の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 20 60 戸建住宅地

-

２中専(60,200)

人口減少、少子高齢化が進む中、市中心部や都市整備事業等の限
られた地域の需要は堅調で、縁辺部との二極化が鮮明である。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺の土地の利用の状況から、自用不動産を主体とする戸建住宅地域であり、又、画地規模等から経済合理的な賃貸建物の
想定が困難なため収益価格の試算は断念した。比準価格は同一需給圏内の市場実態を反映しており説得力を有するものと判
断した。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、さらに代表標準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定
評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

区画整理済みの比較的新しい住宅地域として成熟しており、特段の変動要因もないことから、当面、現状維持で推移するも
のと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 63,300円／㎡

公示価格 64,100円／㎡

標準地番号 たつの 4-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅南方
1.1km

ＪＲ本竜野
1.1km

(8)

北6m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

170

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 165 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

64,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.1 +0.8％ ％

100 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 29日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

11,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

51,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその隣接市町の住宅地域である。主たる需要者は市内居住者である。圏外からの転入者は少ない。
市の中心部に近く、幹線背後で商業施設への接近性に優る住宅地域である。周辺の分譲地の需給は安定し、中古市場も堅調
である。需要の中心価格帯は、土地で１，１００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ミエコーカンテイ

金子　修二



たつの市龍野町日山字新田２２番３１

戸建住宅地

戸建住宅が建ち並ぶ
新興の住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 120 130 40 戸建住宅地

-

２中専(60,200)

人口減少、少子高齢化が進む中、市中心部や都市整備事業等の限
られた地域の需要は堅調で、縁辺部との二極化が鮮明である。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺の土地の利用の状況から、自用の戸建住宅を中心とする住宅地域であり、賃貸市場が未成熟で、経済合理的な賃貸事業
が成り立たない地域であるため収益価格は求め得なかった。比準価格は同一需給圏内の市場実態を反映しており説得力を有
するものと判断した。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、指定基準地との検討を踏まえ、上記の通
り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近年開発された新興住宅地域で、良好な街並みを形成しており、特段の変動要因もないことから、当面、現状維持で推移す
るものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 49,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅西方
1.7km

ＪＲ本竜野
1.7km

(8)

北東7.2m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
７．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

150

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0 ｍ、　奥行　約 11.5  ｍ、　規模 150 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

49,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+3.0

+27.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

129.5 ］

102.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 29日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

7,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその隣接市町の住宅地域である。主たる需要者は市内居住者である。圏外からの転入者は少ない。
揖保川西部の低地に広がる比較的新しい住宅地域である。街路が整っており、幹線沿いの商業施設への接近性に優る。需給
は安定的に推移している。需要の中心価格帯は、土地で７５０万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ミエコーカンテイ

金子　修二



たつの市新宮町新宮字池ノ端５１９番１１

戸建住宅地

一般住宅と農地が混
在する住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 80 30 60 戸建住宅地

-

１中専(60,200)

人口減少や高齢化等慢性的な社会問題を抱えるも、中心部等では
旺盛な需要も認められ、二極化が進んでいる。

特に大きな変動要因は見られない。市中心部等に比して選好性の
低下が窺え、需要は稍弱含みである。

個別的要因に変動はない。

敷地規模が小さく経済合理性を有する収益物件の建築を想定できないため収益還元法の適用は断念した。市場においては自
用目的の取引が中心であり、需要者は価格水準を指標に取引の意思決定を行うことが一般的であることから、市場性を反映
した比準価格の説得力は高い。従って、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、比準価格を以って鑑定評価額を上記の通
り決定した。

［

［

住宅
Ｓ２

新宮町の中では選好性に優り、農地を住宅地に転用する等、緩やかに住宅地域として成熟していくものと予測する。但し、
新宮町の人口減少率は同市他地域に比べて大きく、地価は稍弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+1.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播磨新宮駅北東方
800m

ＪＲ播磨新宮
800m

(8)

北9m市道､三方路

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北　　　
９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

40,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

39,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

97.0 ］

99.6［ ］ 100.9［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0

+3.0

-2.0

方位

三方路

台形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

40,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+4.0

+60.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

163.1 ］

102.1［ ］ 100.9［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 21日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

6,620,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ねたつの市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者
は少ない。たつの市中心部等では底堅い需要を背景に新規の住宅地供給が活発に行われており、需給は安定的に推移してい
るが、利便性や住環境の劣るその他の地域における需要は弱含みであり、地域による選別化が進んでいる。当該地域の需要
の中心となる価格帯は、土地で６００～７００万円程度、新築戸建住宅で２，５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



たつの市揖西町中垣内字重蓮寺甲１４７１番１２９

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い住宅団地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 150 50 100 戸建住宅地

-

「調区」(60,200)
土砂災害警戒区域

人口減少や高齢化を背景に、需要は市街中心部に集中しており、
地価動向が二極化している。

地域要因に大きな変動はないが、中心市街地の堅調な需要や中古
住宅需要の高まりを受け、需給動向が改善している。

個別的要因に変動はない。

中規模の一般住宅が多い住宅団地であり、また市街化調整区域に存し賃貸市場が未成熟のため収益還元法の適用は断念した。
当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取引事例を基礎とした比準価格は、市
場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって比準価格を採用し、標準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記
の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

調整区域内の旧住造法による建替え可能な住宅団地であり、地域要因に大きな変動はない。市街中心部の地価動向の影響及
び中古住宅需要の高まりを受け、地価の下落幅は小さく、当面はこの傾向が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 29,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

29,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-2.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅西方
3.6km

ＪＲ本竜野
3.6km

(8)

南6m市道

「調区」
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.5  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 165  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

29,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

29,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

102.0 ］

98.9［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

4,920,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 29,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及び隣接市町の郊外の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、中高年層の住み替えや地縁
者間の取引が主であり、圏外からの流入は少ない。供給がさほどなく取引量も少ないが、調整区域内の旧住造法による建替
え可能な地域であり、市街中心部に比べ低廉であるため一定の需要がある。中心価格帯は、土地で概ね１６０～１８０㎡、
５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

熊野不動産鑑定

山本　勇治郎



たつの市御津町釜屋字北浜新田４９４番７

戸建住宅地

一般住宅のほか畑地
等も見られる住宅地
域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 40 40 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

人口減少等により地域経済は低迷しており、利便性の良い一部の
地域を除き地価は弱含みで推移している。

既成住宅地域であり、地域的に特段の変動要因は見られない。

個別的要因に変動はない。

自用の戸建住宅を主体とした既成住宅地域で、賃貸市場は未成熟であり、収益性による価格への影響は極めて低いため収益
価格は求め得なかった。当該地域は居住の快適性・利便性を重視して取引価格を決定することが一般的であり、価格に影響
を与えるのは付近の取引価格である。よって、取引市場を反映した比準価格を標準に、付近標準地並びに指定基準地との検
討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧御津町中心部に近い既成住宅地域であり、特段の変動要因はないことから、概ね現状を維持するものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄山陽網干駅　
西方
3.2km

山陽電鉄山陽網干
3.2km

(8)

西6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

175

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

44,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

98.9 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

44,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

+38.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

144.9 ］

102.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 20日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

7,790,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその近接市町の住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者が中心で、圏域外からの転入は少ない。
郊外の既成住宅地域であり土地取引は少なく、需給ともに低調に推移している。価格帯は、土地で６００万円前後～８００
万円前後、中古不動産でも１０００万円を超えるものは少ないと思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

たかアプレイザルオフィス

小畑　敬重



たつの市揖保川町浦部字鵜野目１９３番１０外

戸建住宅地

市道沿いに店舗、一
般住宅が混在する地
域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 100 60 60 戸建住宅地

-

「調区」(60,200)
土砂災害警戒区域

人口減少、少子高齢化が進む中、市中心部や都市整備事業等の限
られた地域の需要は堅調で、縁辺部との二極化が鮮明である。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺の土地の利用の状況から、自用の戸建住宅を中心とする住宅地域であり、賃貸市場が未成熟で、経済合理的な賃貸事業
が成り立たない地域であるため収益価格は試算できなかった。比準価格は同一需給圏内の市場実態を反映しており説得力を
有するものと判断した。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、さらに付近標準地並びに指定基準地と
の検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市街化調整区域内の既成住宅地域として熟成しており、特段の変動要因もないことから、当面、現状維持で推移するものと
予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 13,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

13,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 16

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

+66.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ竜野駅南東方
3.2km

ＪＲ竜野
3.2km

(8)

北5m市道

「調区」
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

238

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 240 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

13,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

22,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

164.3 ］

99.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

13,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-5.0

-16.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

11,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

84.6 ］

98.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 29日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

3,210,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 13,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその隣接市町の集落地域である。主たる需要者は地縁者である。圏外からの転入者は少ない。市
道沿いに一般住宅、店舗、作業所等が見られる用途が雑多な集落地域である。小学校に近接して、市街化調整区域の中では
比較的利便性の良好な地域であるが、需要は限定的である。取引が少なく、あっても特殊事情を含むものが多い。規模・形
状等も個別性が強いため、需要の中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ミエコーカンテイ

金子　修二



たつの市新宮町千本字上ノ山１８２１番

戸建住宅地

一般住宅、農家住宅
の中に店舗も見られ
る住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北170 20 90 30 戸建住宅地

-

都計外

たつの市の人口はやや減少傾向で推移している。中心市街地に近
い住宅地域は需要があるが、郊外集落地域の取引市場は弱含みで
ある。

一般住宅、農家住宅等が混在する在来集落地域として、地域要因
に変動はないものの、地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

一般住宅、農家住宅の中に店舗も見られる住宅地域であるが、周辺には収益物件は見受けられず、賃貸需要が見込めないた
め収益還元法の適用は断念した。取引事例は比較的規範性の高いものを収集でき、また市場参加者との適合性の観点からも
現実の取引市場を反映した比準価格には説得力が認められる。以上により、比準価格を標準に、標準地からの検討も踏まえ、
単価と総額との関係をも考慮して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅、農家住宅等が混在する中心市街地からやや離れた在来集落地域で変化に乏しく、将来も現状を維持するものと予
測した。今後の地価は、下落傾向で推移するものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 11,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

11,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-10.0

+6.0

+32.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ千本駅北西方
450m

ＪＲ千本
450m

(8)

南5.5m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない ５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

496

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

11,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

13,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

119.6 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

5,650,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 11,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市を中心にその周辺市町も含む在来集落地域を主とする住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者や地
縁者であり、外部からの転入者は少ない。当地域は一般住宅、農家住宅等が混在する住宅地域で、中心市街地からやや離れ
ておりまた人口規模も小さいため、需要は弱い。周辺地域での取引自体が少なく、また形状・規模等も様々で親族間取引等
事情含みの場合も多いため、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



たつの市揖保川町片島字宮ノ西９０６番１８５

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ住宅団地

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 10 120 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

人口減少や高齢化等慢性的な社会問題を抱えるも、中心部等では
旺盛な需要も認められ、二極化が進んでいる。

特に大きな変動要因は見られない。市中心部等に比して選好性の
低下が窺え、需要は稍弱含みである。

個別的要因に変動はない。

敷地規模が小さく経済合理性を有する収益物件の建築を想定できないため収益還元法の適用は断念した。市場においては自
用目的の取引が中心であり、需要者は価格水準を指標に取引の意思決定を行うことが一般的であることから、市場性を反映
した比準価格の説得力は高い。従って、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、比準価格を以って鑑定評価額を上記の通
り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

戸建住宅地域として熟成しており、今後も現状類似の状況で推移するものと予測する。昭和後期に開発された既成住宅団地
に対する選好性の低下から、地価は稍弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 42,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ竜野駅北西方
830m

ＪＲ竜野
830m

(8)

南5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

147

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

42,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

56,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

133.2 ］

100.4［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

42,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+52.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

156.6 ］

102.1［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 21日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

6,230,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ねたつの市及び周辺市町の住宅地域である。主な需要者は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者
は少ない。たつの市中心部やＪＲ竜野駅界隈では底堅い需要を背景に新規の住宅地供給が活発に行われ、需給は安定的に推
移しているが、郊外の既成住宅団地等は選好性に劣り需要は弱含みで、地域による選別化が進んでいる。当該地域の需要の
中心となる価格帯は、土地で６００～７００万円程度、新築戸建住宅で２，５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



たつの市揖保川町黍田字カス田１１８番１８

戸建住宅地

戸建住宅を主とする
駅に近い住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 60 20 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

人口減少、少子高齢化が進む中、市中心部や都市整備事業等の限
られた地域の需要は堅調で、縁辺部との二極化が鮮明である。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺の土地の利用の状況から、自用不動産を主体とする戸建住宅地域であり、又、画地規模等から経済合理的な賃貸建物の
想定が困難なため収益価格は試算しない。比準価格は同一需給圏内の市場実態を反映しており説得力を有するものと判断し
た。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要因を分析し、さらに付近標準地並びに指定基準地との検討を踏まえ、上
記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

駅近の戸建住宅地域で、竜野駅周辺整備事業が完了すれば、居住環境の改善が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

58,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ竜野駅南西方
210m

ＪＲ竜野
210m

(8)

北6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

157

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

58,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

56,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.6％ ％

93.1 ］

100.4［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

58,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.7 ］

102.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

9,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 58,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

44,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその隣接市町の住宅地域である。主たる需要者は市内居住者である。圏外からの転入者は少ない。
竜野駅周辺整備事業が進捗中で、事業完了を見据えて駅南部での土地区画整理事業エリアでの取引が増加し、需給は良好で
ある。需要の中心価格帯は、土地で９００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

横山不動産鑑定事務所

横山重紀



たつの市御津町苅屋字本道ノ下１２５０番２

戸建住宅地

一般住宅の中に小規
模店舗が混在する住
宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 55 50 40 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

人口減少等により地域経済は低迷しており、利便性の良い一部の
地域を除き地価は弱含みで推移している。

既成住宅地域であり、地域的に特段の変動要因は見られない。

個別的要因に変動はない。

自用の戸建住宅を主体とした既成住宅地域で、賃貸市場は未成熟であり、収益性による価格への影響は極めて低いため収益
価格は求め得なかった。当該地域は居住の快適性・利便性を重視して取引価格を決定することが一般的であり、価格に影響
を与えるのは付近の取引価格である。よって、取引市場を反映した比準価格を標準に、付近標準地並びに指定基準地との検
討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

臨海工業地域の背後に位置する古くからの住宅地域であり、特段の変動要因はないことから、概ね現状を維持するものと思
われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-1.0

+6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄山陽網干駅　
南西方
2km

山陽電鉄山陽網干
2km

(8)

北6.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

157

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

44,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

106.0 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0

0.0

方位

台形

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

41,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

+53.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

63,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

157.6 ］

102.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 20日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

6,470,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

33,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその近接市町の住宅地域。需要者は同一需給圏内の居住者が中心で、圏域外からの転入は少ない。
郊外の既成住宅地域であり土地取引は少なく、需給ともに低調に推移している。価格帯は、土地で６００万円前後～８００
万円前後、中古不動産でも１０００万円を超えるものは少ないと思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

たかアプレイザルオフィス

小畑　敬重



たつの市龍野町富永字小川原１５０番２

低層店舗兼住宅地

国道沿いに低層の店
舗等が見られる商業
地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 80 80 130 低層店舗兼住宅地

-

商業(80,400)

人口減少や高齢化等慢性的な社会問題を抱えるも、中心部等では
旺盛な需要も認められ、二極化が進んでいる。

中心部では商業集積や背後人口の増加等により店舗の出店需要も
認められ、地価は局所的に上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

同一需給圏内においては、商業地と言えども自用目的の取引が中心であり、投下資本に見合う収益を収受し得ないため、収
益価格は比準価格に対して低位に試算され、また資料収集の限界等からその信頼性は劣る。比準価格は現実の市場で成立し
た取引価格に基づく実証的な価格であり、市場性を反映しており信頼性は高い。従って、比準価格を標準に、収益価格は参
考に留め、標準地及び指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ２

店舗の入替えも堅調であり、今後も現状類似の状況で推移するものと予測する。たつの市の商業中心の一角を担っており、
地価は安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 70,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

71,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

+13.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅南西方
600m

ＪＲ本竜野
600m

(8)

北東10m国道

商業
(80,400)

（その他）　　　　

特にない １０ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

263

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,400 円／㎡

26,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

104.1 ］

101.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

71,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

赤穂（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

+13.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

81,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

114.0 ］

100.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 21日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

18,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 71,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ねたつの市及び周辺市町の商業地域及び商住混在地域であり、主な需要者は同一需給圏内の法人や個人事業
者等である。同一需給圏内においては人口減少や顧客流出による地域内消費の縮小等を背景に商業地需要は全般的に弱含み
であるが、本市中心部等においては商業集積や背後人口の増加等から安定した需要が認められ、立地による選別が進んでい
る。取引自体が少なく、取引される物件の規模や立地等も様々であり、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　伊原鑑定綜合事務所

伊原　岳人



たつの市龍野町下川原３９番１５外

低層の店舗兼住宅地

小売店舗、店舗兼住
宅等が連たんする古
くからの商店街

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 70 160 70 低層の店舗兼住宅地

-

近商(80,200)

景気は、緩やかに回復している。個人消費は持ち直しており、消
費者物価は上昇している。

古民家再生による店舗や住宅が僅かながら増え、外部からの参入
が見られるようになっている。

個別的要因に変動はない。

古くからの商店街であるが、現在では住宅利用が多く、収益性による価格への影響は極めて低いため収益価格は求め得なか
った。当該地域は自用目的の不動産取引が中心であるから、取引価格を指標に価格を決定することが一般的であり、類似不
動産の市場実態を反映した比準価格は説得力を有するものと判断した。よって、比準価格を標準に、下記標準地及び指定基
準地との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ２

重要伝統的建造物群保存地区に指定され、古民家を再利用した店舗や住宅が増えているものの、後継者の無い古民家の安値
取引も散見される。今後土地利用が進むにつれ、価格は安定していくものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

-2.0

+72.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ本竜野駅北西方
1.1km

ＪＲ本竜野
1.1km

(8)

西5m市道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

重要伝統的建造物群保存地
区として、街並み保存が進
められている

５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

301

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

177.0 ］

101.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

42,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

43,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

102.9 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 20日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

12,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、たつの市及びその近接市町の既成市街地。需要者は同一需給圏内の個人事業主が中心であるが、近年では古
民家再生を企図した外部の需要が僅かながら散見される。不動産取引が少ないことから中心となる価格帯は見出し難く、相
続人による安値処分と、古民家再生後の高額な取引が拮抗している。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

たかアプレイザルオフィス

小畑　敬重



たつの市新宮町新宮字境田１６０番９

低層の店舗兼住宅地

飲食店、小売店舗、
一般住宅等が混在す
る駅前の近隣商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 30 10 40 低層の店舗兼住宅地

-

近商(80,200)

市内中心部等の一部地域における需要は堅調であり、縁辺部との
二極化が鮮明になっている。

店舗や一般住宅等が混在する駅前の小規模な商店街として、地域
要因に変動はないものの、店舗需要は乏しく、地価も弱含んでい
る。

個別的要因に変動はない。

周辺地域は駅前に店舗や一般住宅等が混在する古くからの商店街である。自用の店舗等が多く繁華性に乏しいこともあり収
益価格は低位に試算された。取引の中心は自己による店舗運営を前提としたものであり、現実の取引事例に基づく取引実態
を適切に反映し得た比準価格の説得力は高い。以上より、比準価格を標準に、収益価格は参考に留め、標準地との検討も踏
まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

店舗や一般住宅等が混在する駅前の商店街として成熟しているが、商業地域としては衰退傾向にあり、今後も当面はこの状
況が続いていくものと予測した。今後の地価は、やや下落乃至横這いで推移するものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

43,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

+75.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播磨新宮駅南西
110m

ＪＲ播磨新宮
110m

(8)

南東11m県道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない １１ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

209

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,200 円／㎡

15,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

171.5 ］

101.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 24日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

9,030,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はたつの市及びその周辺市町も含む商業地域及び商住混在地域。主たる需要者は同一需給圏内で販売・サービス
業等を営む中小の事業者である。当地域は飲食店、小売店舗、一般住宅等が混在する駅前の近隣商業地域であるが、商業の
中心がロードサイド型大型店舗へと移行するに伴って年々繁華性が低下しており、商業地としての需要は弱含んでいる。取
引件数も少なく、規模や業種等も様々で、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第7

業者名

不動産鑑定士氏名

赤木不動産鑑定

赤木　啓二



たつの市揖保町揖保上字新田４２９番１外

中小工場地

中小工場や倉庫等が
ほぼ建ち並ぶ工業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 300 350 400 中小工場地

-

工専(60,200)

東播磨や中播磨の工業地の品薄感もあり、条件の良い工業地や流
通業務地などの需要が高まっている。

概ね成熟した中小工場地域であり、地域的に特段の変動要因は見
られない。

個別的要因に変動はない。

自社工場を主とする地域であり、賃貸市場は未成熟で、経済合理的な賃貸事業を想定するのは困難なため収益価格は求め得
なかった。当該地域は自用目的の不動産取引が中心であるから、取引価格を指標に価格を決定することが一般的であり、類
似不動産の市場実態を反映した比準価格は説得力を有するものと判断した。よって比準価格を標準に、前年からの各変動要
因を分析し、さらに同一需給圏内の標準地との秤量的検討を行い、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

工場

国道２号背後のほぼ成熟した工業地域であり、国道バイパスや高速道路ＩＣとの位置関係も良いことから、全国規模の流通
業務地需要の高まりを受け、地価は上昇傾向を強めつつある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 24,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

24,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

たつの 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+7.0

+7.0

+29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ竜野駅北東方
2km

ＪＲ竜野
2km

(8)

東7.5m市道､三方路

工専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

7,752

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

110.0  ｍ、　奥行　約 70.0  ｍ、　規模 7,700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

24,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

35,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.7％ ％

147.7 ］

101.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 5 令和 5年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0

0.0

三方路

不整形

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 5年 1月]

令和 5年 6月 14日 正常価格

令和 5年 7月 3日令和 5年 7月 1日

190,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 24,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は京阪神方面への輸送が容易な国道２号や国道２５０号、或いは山陽自動車道等の利用が可能な圏域で、概ね兵
庫県南西部の工業地域である。需要者の中心は、画地規模から同一需給圏内に活動拠点を置く中小法人が想定される。工業
地の取引事例は少なく、規模も様々であることから中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

たつの（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

たつの（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

不動産鑑定士氏名

熊野不動産鑑定

山本　勇治郎


